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備考
　1　この申請書は、正副2通作成し、申告書に添付して提出すること。
[bookmark: MatchedText2]　2　「事業の種類」欄には、事業の種類を具体的に記載すること。なお、2以上の事業を行う場合は、それぞれの事業を記載し、主たる事業には◎印を付すること。
　3　「適用法」欄は該当事項を○印で囲むこと。
　4　「取得等（新増設）をした工業生産設備等」は、最初に適用を受ける年または事業年度において記載すること。
　　(1)　「区分」欄は、該当する設備投資の内容（新設、増設等）を記載すること。
　　(2)　「減価償却資産の取得価額」欄は、様式第3号(工業生産設備等に関する明細書)の欄に記載された金額を記載すること。
　　(3)　「事業の用に供したことによつて増加した雇用者の数(増加常時雇用者数)」欄は、条例第4条の2第1項の規定による不均一課税(製造業を除く。)を申請する場合に記載すること。
　5　次の書類を添付すること。
　　(1)　定款(個人の場合は提出を要しない。)
　　(2)　貸借対照表(この申請に係る年または事業年度およびその直前の年または事業年度に係るもの)
　　(3)　損益計算書(　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
　　(4)　事業報告書(　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
　　(5)　従業員の雇用状況明細書(〃　　　　　　　　　　。条例第3条の3第1項、第3条の4第1項もしくは第4条第1項の規定による課税免除または条例第4条第2項の規定による不均一課税を申請する場合は提出を要しない。)
　　(6)　工業生産設備等に関する明細書(様式第3号)
[bookmark: _GoBack]　　(7)　条例第３条の３第１項の規定による課税免除を申請する場合にあつては、取得等をした設備が産業振興促進事項に適合したものである旨を市町長が確認した確認書の写し
　　(8)　条例第3条の4第1項の規定による課税免除を申請する場合にあつては、地域経済牽引事業計画の承認通知書の写し
　　(9)　条例第4条第1項の規定による課税免除または条例第4条第2項の規定による不均一課税を申請する場合にあつては、知事の認定を受けた地方活力向上地域等特定業務施設整備計画の写しおよび当該計画に係る認定通知書の写し
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